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本研究の目的は，国立大学附属学校園の特徴を生かした効果的な教育相談体制の構築のため，教育相談における養
護教諭の役割を明らかにすること，またスクールカウンセラー（以下SC）の活用法を検討することであった。まず，
国立大学附属学校園の教育相談におけるSCの活用，大学を含む外部機関との連携，特別支援を含めた教育相談体制
の実態を把握するため，国立大学附属学校園の養護教諭対象に調査を行った。次に，スクールカウンセリング活動の
特徴や課題を明らかにするため，国立大学附属学校園のSCを対象に質問紙調査を実施した。SCや特別支援コーディ
ネーターの配置，大学・外部機関との連携などの教育相談体制を整備することで，養護教諭のコーディネーション行
動が促進されることが示唆された。養護教諭のコーディネーター行動を促進する教育相談体制の構築，大学との組織
的な連携，１２年間の子どもの発達を見据えた支援，特別支援対象の子どもへの支援体制の整備の重要性を考察した。

This study examined the school counseling and guidance system for schools attached to national universities to
support students effectively in school counseling. First, school nurses in schools attached to national universities
（N＝１６８）responded to questionnaires that inquire about ways of utilizing school counselors, cooperation with out-
side organizations including in their universities, and special needs education system in their schools. Next, school
counselors in schools attached to national universities（N＝７８）also responded to questionnaires that inquire about
effective points of school counseling in their schools. From the results, school nurses’coordination activities corre-
lated positively with the placement of school counselors and coordinators for special needs education, and coopera-
tion with outside organizations including in their universities. It was essential to establish school counseling and
guidance system that facilitate school nurses’coordination activities in cooperation system with the university, stu-
dent support system for child development over１２years, and the system for special needs education.

キーワード：国立附属学校園・教育相談体制
（Schools Attached to National Universities）（School Counseling and Guidance System）
養護教諭（Yogo Teachers） スクールカウンセラー（School Counselors）

平成２３年度児童生徒の問題行動等生徒指導上の諸問題
に関する調査（文部科学省，２０１２a）によると，国立大
学附属学校の不登校児童生徒数は，小学校で６３名，中学

校で３０５名であり，国立大学附属学校であっても不登校
児童生徒の対応は重要であるといえよう。
また，教育相談上の問題は，不登校だけではない。附

属学校園養護教諭対象の調査（全国国立学校附属学校園
養護教諭部会常務理事会，２０１０）では，「今後も増加す
るであろう保健室で対応する必要のあるケース」として，
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幼稚園から高校までの全ての学校種で，第１位に「発達
障害」が挙げられている。また，高橋・石川・田部（２０１０）
による国立大学附属小学校対象の調査では，通常学級に
在籍する特別な配慮を要する児童は，発達障害の診断・
判定を受けている児童を含め，全児童数の１．０２％在籍し
ていることが明らかになっている。しかし，平成２１年度
特別支援教育体制整備状況調査（文部科学省，２０１０a）
によると，国立大学附属学校園では，特別支援教育校内
委員会の設置（国立学校８２．４％，公立学校９６．９％）実態
把握（同８０．１％，９５．５％），特別支援教育コーディネー
ターの指名（同７８．７％，９７．１％）などの割合が，公立学
校よりも低い。さらに，国立大学附属学校園の個別の指
導計画の作成（国立学校３２．６％，公立学校７３．２％）や教
育支援計画の作成（同２７．１％，５１．３％）については，実
施率が公立校の半分程度である。これらの結果から，公
立学校に比べ国立附属学校園では，発達障害を含む特別
支援教育対象の子どもたちへの支援体制が不十分である
と考えられる。
千葉大学教育学部附属学校園では，不登校や特別支援

対象の子どもたちへの対応として，幼稚園，小学校，中
学校に，平成２２年度よりスクールカウンセラー（以下
SC）が定期配置され，現在，SCのより効果的な活用に
向けて，教育相談体制の構築を進めているところである。
SCは，不登校やいじめの対応のために平成７年度

（１９９５年）より，公立学校に配置された。公立学校のSC
の配置状況は，平成２１年度学校保健統計調査（文部科学
省，２０１０b）によると，小学校で３３．９％（内訳，定期配
置１７．５％，不定期配置１６．４％），中学校で８３．９％（同
７６．２％，７．７％），高等学校５６．１％（同２５．８％，１７．７％）
である。一方，全国国立大学附属学校園におけるSCの
配置率は，平成１７年度から平成２１年度では，３６％から
５０％に増加している（全国国立学校附属学校園養護教諭
部会常務理事会，２０１０）。国立大学附属学校園での調査
では，学校種におけるSC配置状況は明らかにされては
いないが，これらの調査結果から，国立大学附属学校園
でのSCの配置は，公立学校と比較し小学校以外では低
い水準にある。
SCと養護教諭はどちらも，学校の中で，教科指導に

携わらず，課題達成的な面での評価を担わない立場にあ
り，子どもたちの傷ついた部分，弱い部分に関与すると
いう共通した特徴を持つと言われている（鵜養，１９９５）。
また，その共通点から，学校内の教育相談体制や児童生
徒との関わりにおいて，協力し合い，補完しあえること
が多いことも指摘されている（伊藤，２０００a）。伊藤
（２００３）によると，SCが配置された学校では，不登校
児童生徒など保健室で対応する人数が多くても，養護教
諭の対応上の不安は小さく，相談活動満足度は高いこと
が明らかにされている。安福・中角・田中・浅野（２００９）
も，小学校，中学校，高校での不登校児童生徒の事例研
究において，どの学校種でも，SCと養護教諭の連携が
重要な役割を果たしていることを明らかにしている。
さらに，相楽・石隈（２００５）は，養護教諭が保健室を

子どもたちの問題を捉える窓口として機能させ，教育相
談活動全体に反映させることが，学校の教育相談体制の
構築にも貢献すると指摘している。一方で，養護教諭は

外部とのネットワーク形成を除いて，学校内でコーディ
ネーション行動＊１を担うことが少ないことが示唆されて
いる（瀬戸・石隈，２００３）。しかし，養護教諭がコーディ
ネーターとしての活動を活性化することは，養護教諭自
身の職務満足感に正の影響を及ぼすことが指摘されてい
る（秋光・白木，２０１０）。これらのことから，学校内で
の教育相談体制の中で重要な存在である養護教諭のコー
ディネーション行動を促進させるような教育相談体制を
検討する必要があると考えられる。
また，国立大学附属学校園は，他の公立学校と比べ，

大学の機関と連携しやすいという利点もある。佐藤・小
田切・木下（２００６）の国立附属中学校対象の調査による
と，不登校や軽度発達障害などの「心の問題」の対応に
関して，大学との連携について，「継続的」「単発的に連
携している」と回答した学校は全体の８８％であり，連携
先としては，臨床心理学を含めた心理学系教員との連携
が７２％を占めていた。また，大学以外の医療機関や公的
機関と連携している学校は５９％であり，国立附属学校で
は外部機関よりも大学の機関との連携がより多く行われ
ているといえる。さらに，このような学校内外の援助資
源と連携しやすくなるように，SCの組織的な位置づけ
を明確にし，何らかの権限を付与すべきであることも指
摘されている（瀬戸・石隈，２００３）。
そこで，本研究では，国立大学附属学校園の特徴を生

かした効果的な教育相談体制の構築の目的に，教育相談
における養護教諭の役割とSCの活用方法を検討するこ
とを目的とする。研究１では，国立大学附属学校園にお
ける，SCの活用，大学を含む外部機関との連携，特別
支援を含めた教育相談体制についての実態を把握するた
めに，子どもたちの心の問題を捉える窓口であり，学校
の教育相談体制構築にも寄与すると考えられる養護教諭
対象に調査を行った。さらに研究２では，国立附属学校
園でのスクールカウンセリング活動の特徴や課題を明ら
かにするために，国立附属学校に配置されているSC対
象に質問紙調査を実施した。

研究１．国立大学附属学校園の養護教諭対象の調査

�．目 的
国立大学附属学校園の特徴を生かした効率的な教育相

談体制を検討するために，現状を把握し，教育相談機能
における養護教諭の役割を明確化することを目的とした。

�．方 法
１．対 象 者
国立大学附属学校園の養護教諭１６８名（幼稚園３３名，

小学校４１名，中学校５２名，中等学校５名，高校９名，特
別支援学校２８名）。回収率は６６．５％であった。
２．実施期間
２０１１年１月～３月。

＊１コーディネーション行動とは，学校内外の援助支援を
調整しながらチームを形成し，援助チームおよびシステ
ムレベルで，援助活動を調整する（瀬戸・石隈，２００３）
ために行う行動のことである。
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３．手 続 き
調査用紙を郵送にて依頼・配布し，以下の内容の質問

紙調査を実施した。
� フェイスシート；学校種別，SC配置の有無，SC配
置校の場合は配置開始年度について尋ねた。

� SCについて尋ねる項目；SC配置の効果と課題につ
いて自由記述にて回答を得た。

� 大学機関・外部機関との連携について尋ねる項目；
大学・外部機関との連携の有無，具体的な連携機関先
について選択肢で，さらに，大学機関・外部機関との
連携の効果と課題については自由記述にて回答を得た。

� 特別支援について尋ねる項目；特別支援についての
学校の体制，発達障害が疑われる子どもへの対応につ
いて選択肢で尋ね，発達障害が疑われる事例対応の効
果と課題について自由記述にて回答を得た。

� 個別援助チームコーディネーション行動尺度（瀬
戸・石隈，２００３）について，よく実施している（４点）
からまったく実施していない（１点）の４段階評定で
回答を得た。

�．結 果
１．SCの活用状況
� SCの配置状況
学校種とSCの配置状況を表１に示す。１６８校中，SCが

配置されていたのは６７校であり，配置率は３９．９％であっ
た。特別支援学校，幼稚園は配置率が低く，中学校，中
等教育学校で配置率が高かった。また，SCの週当たり
の平均配置日数は１．３４日（範囲１―４日），平均配置時
間は５．９３時間（範囲３０分―３２時間）であった。
配置開始年度は，表２に示すとおり，平成４年度に配

置開始された学校が３校あり，これは公立高校の開始年
度平成７年度よりも早い配置となっている。
� SC活用における効果と課題
SC活用における効果と課題について得られた自由記

述内容を分析資料とし，効果と課題の記述別にコーディ
ング＊２を実施した。さらに，各コードの意味のまとまり
で，効果では「カウンセラーの仕事内容」「連携」「その

他」に，課題では「カウンセラー」「連携」「SCの普及」
「物理的環境」に分類した。各コードと，コメント例を
表３に示す。
SC活用の効果として，カウンセリングやコンサル

テーションなどSCの仕事内容に関すること，また，「SC
の配置により校内に適応支援委員会ができた」など校内
連携や外部機関との連携など，連携に関することで意見
が得られた。
また，課題としては，カウンセラーの研鑽，SCが大

学院の院生であること等のカウンセラーに関すること，
情報共有や「担任（学年団）との情報交換やケース会議
の時間を確保する。」等，校内連携，SC活用のためのシ
ステム作りなどの連携に関することで意見が得られた。
さらに，普及活動，講演・研修会のSCの普及に関連す
ること，SC配置の時間増を求める，時間的制約や財政
面，環境面に関する意見も得られた。
２．大学機関・外部機関との連携
� 大学機関との連携
大学機関との連携についての結果を，表４，表５に示

す。表４に示すとおり，全体の７８．４％である１３１校の学
校園が大学と連携しており，連携先としては（表５）に
しめすとおり，人的資源である大学教員や，物的資源で
ある大学附属の相談機関，特別支援学校との連携が高い
割合を占めていた。
� 外部機関との連携
外部機関との連携の結果について，表６，表７に示す。

表６に示すとおり，全体の６８．８％である９９校の学校園が
外部機関と連携しており，連携先としては，表７に示す
ように，医療機関や地域の公立相談機関との連携が高い
割合を占めていた。
� 大学機関・外部機関との連携に対する効果と課題
大学機関・外部機関との連携に対する効果と課題につ

いて得られた自由記述内容を分析資料とし，効果と課題
の記述別にコーディングを実施した。さらに，各コード
の意味のまとまりで，効果では「大学機関との連携」「外

表１ 学校種とスクールカウンセラー配置状況

スクールカウンセラー配置

あり 配置率 なし

学校種

幼 稚 園 ４ １２．２％ ２９

小 学 校 ２０ ４８．８％ ２１

中 学 校 ３２ ６１．５％ ２０

中等教育学校 ３ ６０．５％ ２

高 校 ５ ５５．６％ ４

特別支援学校 ３ １０．７％ ２５

計 ６７ ３９．９％ １０１

＊２コーディングとは，収集された文字テキストデータに
対して「コード」，つまり，それぞれの部分が含む内容
を示す小見出しのようなものをつけていく作業である
（佐藤，２００８）。

表２ 配置開始年度

配置開始年度 校 数

平 成 ４ 年 ３

９ 年 １

１０ 年 ２

１１ 年 １

１２ 年 １

１３ 年 １

１４ 年 ５

１５ 年 ６

１６ 年 ３

１７ 年 １３

１８ 年 １０

１９ 年 ３

２０ 年 ８

２１ 年 ７

２２ 年 ４

公立開始年度；平成７年
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部機関との連携」に，課題では効果と同様に「大学機関
との連携」「外部機関との連携」と「その他」に分類し
た。各コードと，コメント例を表８に示す。
連携に対する効果として，大学機関との連携では，附

属特別支援学校や，「附属４校園で気がかりな児童生徒
を対象とした合同プロジェクトを定期的に行っている
（メンバーに大学教員，SC，各学校園の教諭，養護教
諭など）」等，大学や他附属学校園との連携に関するこ

と，また，大学教員や附属病院，大学の相談機関に関連
する意見が得られた。外部機関との連携では，医療機関，
適応指導教室など公的相談機関，学校医（小児科医）と
の連携に関する意見が得られた。
課題として，大学機関との連携では，「大学が組織と

して附属学校と連携しているわけではない」「本校のカ
ウンセリング体制にもう少し大学の協力がほしい」等，
大学との連携，要望に関する意見，外部機関との連携で

表３ スクールカウンセラー活用に関する効果と課題

コ ー ド コ メ ン ト 例

効果

カウンセラーの仕事内容に関すること

アセスメント 心理検査を校内でやっていただけるので対象児童が受けやすい

カウンセリング 保護者がSCとの面接により不安が安心に変わる

コンサルテーション 周りの教員の対応の仕方なども教えてくださり，チームとして動ける

コーディネート 学校教育現場と保護者とのパイプ役になってくれているので円滑な問題解決が図れてい
ると思う

教員のメンタルヘルス 教職員のメンタルヘルスにつながっている

ピアサポート ピアサポート活動の指導者として尽力いただいている

連携に関すること

情報共有 毎回SCと打ち合わせを行い，情報の共有と対応の確認，支援の方向性を検討している

校内連携（委員会参加等） SCの配置により校内に適応支援委員会ができた

附属間連携 SCをまじえて，幼稚園から小学校への引継ぎを円滑にしている

外部機関との連携 保護者とSCの面談により，医療機関につながった

その他

学校評価 学校評価アンケートで教育相談に関する項目に肯定的評価が増えた

課題

カウンセラーに関すること

カウンセラーの研鑽 SCは発達障害の研修を受けておくことが必須だと感じている

大学院生 院生（心理）であるため１年で交代し，できたらもう少し長期でかかわっていただける
とありがたい

連携に関すること

情報共有 情報交換などが不十分と感じている

校内連携（委員会参加等） 担任（学年団）との情報交換やケース会議の時間を確保する

コーディネーション（養護教諭） 面談後のコンサルテーションは，現在養護教諭が中心となり必要に応じて関係職員，管
理職が加わって行っている。ケースに応じて柔軟なコンサルテーションをしていく必要
がある

SC活用のためのシステム作り 保護者教師も気軽にSCへ相談できるような体制つくり

個人情報保護 プライバシーの確保をどのようにしていくか考えていきたい

スクールカウンセラーの普及に関すること

普及活動 生徒とSCをつなぐきっかけとなる保健室経営をしていきたい
学年会や保護者会の場でSCの話をする機会を持つ

講演・研修会 保護者会などを活用した講演。教職員研修の充実

物理的環境に関すること

時間的制約 配置回数を増やし，校内連携をさらに図っていく

財政面 予算を増やすことで勤務時間の延長を検討している
必要性を強く感じながらも予算がつかず，（SCが）いないのが現状

環境面 SCに来てもらいやすい環境整備（相談室がなく，資料室兼応接室のような場所を使用
している）

SC＝スクールカウンセラー
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は，「医療機関（担当医）と学校の方針が違うことが多々
ある」「市によっては公立相談機関を利用できないこと
もある」等，医療機関や公立の相談機関等外部機関との
連携に関する意見が得られた。その他として，学校側の

課題や時間的制約についての意見もあった。
３．特別支援について
� 特別支援体制
各附属学校園に，特別支援コーディネーターの有無

（表９），特別支援コーディネーター担当者（表１０），特
別支援校内委員会の有無（表１１），特別支援対象児の一
次調査実施の有無（表１２），個別指導計画の有無（表１３）
と定期的な見直しの有無（表１４）について尋ねた。これ
らの結果，特別支援コーディネーターは，７１．１％である
１５４校の学校園で配置されているものの，６０校近くの学
校園で特別支援に関する校内委員会の設置や個別支援計
画の作成が行われていないという結果が得られた。
� 発達障害の疑いのある事例への対応
発達障害の疑いのある事例への対応の結果について表

１５に示す。外部機関，医師や大学との連携，SCの活用
の割合が多かった。その他の意見では，附属特別支援学
校との連携に関する内容（例，附属特別支援学校教員に
よる発達検査の実施等）が多かった。
� 発達障害が疑われる事例への対応についての効果と
課題
発達障害が疑われる事例への対応についての効果と課

題について得られた自由記述内容を分析資料とし，効果
と課題の記述別にコーディングを実施した。さらに，各
コードの意味のまとまりで，効果では「大学」「外部機
関」との連携，「学校内の支援」に関することに，課題
では効果と同様に「大学」「外部機関」との連携，「学校
内の支援」に関することと，「その他」に分類した。各
コードと，コメント例を表１６に示す。
効果では，大学との連携では，「附属特別支援学校の

先生が発達検査を実施し，具体的な指導について教えて
いただいている」など附属特別支援学校や，大学，他附
属学校園との連携に関すること，また，大学教員や附属
病院，大学の相談機関に関連する意見が得られた。外部
機関との連携では，医療機関など外部機関や学校医（精
神科医）についての意見が得られた。学校内での支援に
関することでは，特別支援コーディネーターや個別指導
計画，支援システム，サポートルーム，校内連携など校
内の特別支援体制に関する意見，保護者や個別対応など
発達障害（疑いを含む）子ども，保護者への対応に関す
る意見が得られた。
課題では，大学との連携で，他附属間連携，大学機関，

「大学教員との連携や教職員の研修などを進めていく必
要性を感じる」等，大学教員に関する意見が得られた。
外部機関との連携に関することでは，「外部機関とも連
携をとり，専門的な助言を元に個別の支援プログラムを
立て，職員全体で取り組んでいきたい」との意見が得ら
れた。さらに，学校内での支援に関することでは，特別
支援コーディネーター，個別指導計画，支援システム，
校内委員会，特別支援学級など校内支援体制に関するこ
とや，「担任の考え方により発達障害の捉え方，対応の
仕方も様々なため，研修の機会を設けて職員の知識や意
識の向上を図る」という教員の知識・理解に関すること，
発達障害（疑いを含む）をもつ保護者，子どもへの対応，
「同じクラスの他の子どもに対してのケアや働きかけ」
という周囲の子どもに対する配慮に関する意見が得られ

表４ 大学機関との連携の状況（学校種別ごとの数）

連携あり

（継続）

連携あり

（単発）

連携なし

（必要性

あり）

連携なし

（必要性

なし）

幼 稚 園 １８ ８ ４ ３

小 学 校 １５ １７ ７ ２

中 学 校 １７ １９ １３ ３

中等教育学校 ５ ４ ０ ０

高 校 ２ ２ ０ ０

特別支援学校 １２ １１ ３ １

計 ７２ ５９ ２７ ９

表５ 連携先大学機関

機関名

連携あり（数）

大学教員（精神科医） ２６

大学教員（小児科医） ８

大学教員（心理学領域） ７４

大学附属の相談センター（教育実践センター） ４７

大学附属病院 ９

特別支援学校（附属校） ３８

他の附属学校（幼稚園・小学校・中学校・中等教育学校・高校） ３４

その他 ２０

回答数（１３１校）

表６ 外部機関との連携の状況（学校種別ごとの数）

連携あり

（継続）

連携あり

（単発）

連携なし

（必要性

あり）

連携なし

（必要性

なし）

幼 稚 園 ５ １２ ９ ３

小 学 校 ７ １８ ８ ２

中 学 校 ９ ２０ １３ １

中等教育学校 ２ ３ ０ ０

高 校 ０ ４ ５ ０

特別支援学校 ７ １２ ２ ２

計 ３０ ６９ ３７ ８

表７ 連携先外部機関

機 関 名 連携あり（数）

地域の公立相談機関（市の教育センターなど） ４９

地域の私設の相談機関（NPO法人など） ６

適応指導教室 １９

児童相談所 ３３

医療機関 ５６

地域の特別支援学校 ７

その他 １２

附属学校園の教育相談システムの構築に向けた養護教諭の役割の明確化とスクールカウンセラーの活用
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た。
４．個別援助チームコーディネーション行動尺度（瀬
戸・石隈，２００３）
先行研究（瀬戸・石隈，２００３）と同様に，「説明・調

整（７項目）」「保護者・担任連携（７項目）」「アセスメ
ント・判断（５項目）」「専門家連携（３項目）」の４因

子に分類して分析を行った。なお，各因子の平均値，標
準偏差，α係数を表１７に示す。
さらに，SC配置の有無，特別支援コーディネーター

の配置の有無，大学との連携の有無，外部機関との連携
の有無による個別援助チームコーディネーション行動尺
度得点の違いを検討するために，各因子の平均得点を従

表８ 大学機関・外部機関の連携におけるに効果と課題

コ ー ド コ メ ン ト 例

効果

大学機関との連携

特別支援学校 附属特別支援学校内の発達相談室の担当教諭に来園してもらう機会を設け，担任が気にな
る幼児の観察を依頼している

他附属連携 幼・小・中・特別支援学校で協議会を開催し，問題解決にあたっている

大学・他附属間連携 附属４校園で気がかりな児童生徒を対象とした合同プロジェクトを定期的に行っている
（メンバーに大学教員，スクールカウンセラー，各学校園の教諭，養護教諭など）

大学（アセスメント） 定期健康診断の中に「こころの健康質問票」を組み込み，分析検討を大学の発達臨床心理
の専門家と行っている

大学教員（コンサルテーション）担任が相談に行ったり，大学の先生が学校に本児の様子を見に来たりして，効果的に機能
している

大学教員（子ども・保護者対応）大学の特別支援相談室に所属する教授や准教授が特別支援に関する保護者からの相談に
のってくれている

大学教員（心理教育） 中高一貫教育の中で，大学教員による中学生への心理教育「ストレッサーと対処法など」
が実践されている

大学教員（講義） 今年度は職員への講義をしていただいた

大学院生 学生（心理学領域）が学生支援として不登校児童（保健室登校）とかかわりをもってくれ
ている（週１回３時間程度）

附属病院（精神科学校医） 精神科学校医が配置されており，すぐに相談できる。医療が必要な場合は，附属病院に受
診することができる

相談機関（大学） 実践センターでお世話になった児童が，中学校に入学し，情報交換などで実践センターと
連携を図っている

外部機関との連携

医療機関 医療機関の医師と連絡を密にとりあい，校内の支援体制を作ることにより不登校の予防に
つながっている

公的相談機関 適応指導教室には毎日通級して学校に再登校する足がかりとなった事例があった

学校医（小児科医） 学校医（小児科医）を通じて心理の専門家を紹介してもらっている。身体面，心理面両面
のケアが可能であり，連携もスムーズに進んでいる

課題

大学機関との連携

大学との連携 大学が組織として附属学校と連携しているわけではないので，大学教員個人のボランティ
ア的活動になっており，組織としてコンサルテーションを受けられるとありがたい

大学への要望 本校のカウンセリング体制にもう少し大学の協力がほしい

外部機関との連携

医療機関 医療機関（担当医）と学校の方針が違うことが多々ある。連携を深め，共通理解の上で児
童と接していきたい

外部機関との連携 市によっては公立相談機関を利用できないこともある。受け入れ可能な施設や医療機関を
発掘しなければならない

外部機関に対する情報 どの相談をどの機関が専門としているのかが見えにくい。情報をたくさん持ちたいと思う

その他

学校側の課題 担任やその生徒にかかわっている教員がもっと積極的に連携したいと思ってくれればよい
が，時間的なことなどで消極的なことが多い。一般教員への研修も必要だと感じる

時間的制約 大学や機関と顔を合わせて会議をするなどの時間確保が難しい

SC＝スクールカウンセラー
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属変数とするt検定を実施した。その結果，SC配置の有
無では，「説明・調整（t（１６２）＝２．０１，p＜．０５）」「専門家
連携（t（１６３）＝５．７１，p＜．０１）」の因子で有意な差がみら
れた（図１）。いずれも，SC配置校の得点が高く，配置
校の養護教諭は，SCが配置されていない学校園の養護
教諭よりも，説明・調整や専門家連携のコーディネー
ション行動がよく実践できていると感じているといえる。
また，特別支援コーディネーター配置の有無では，

「保護者・担任連携（t（１６１）＝２．１８，p＜．０５）」「アセスメ
ント・判断（t（１６２）＝２．０４，p＜．０５）」の因子で有意な差
がみられた（図２）。いずれも，特別支援コーディネー
ター配置校の得点が高く，配置校の養護教諭は，特別支
援コーディネーターが配置されていない学校園の養護教
諭よりも，保護者・担任連携やアセスメント・判断の
コーディネーション行動がよく実践できていると感じて
いるといえる。
大学との連携（図３）では「専門家連携（t（１６３）＝５．７１，
p＜．０１）」の因子で，外部機関との連携（図４）では，
すべての因子で有意な差がみられた。いずれも，連携あ
りの得点が高かった。大学，外部機関との連携のない養
護教諭と比較すると，大学との連携がある養護教諭は
「専門家連携」のコーディネーション行動が，外部機関
との連携がある養護教諭は「説明・調整」「保護者・担
任連携」「アセスメント・判断」「専門家連携」すべての
因子でコーディネーション行動がよく実践できていると
感じているといえる。

表９ 特別支援コーディネーターの有無（学校種別の数）

あり
なし

（必要性あり）

なし

（必要性なし）

幼 稚 園 ２２ ９ ２

小 学 校 ３１ ８ ２

中 学 校 ３５ １２ ４

中等教育学校 ４ １ ０

高 校 ２ ５ ２

特別支援学校 ２４ １ ２

計 １１８ ３６ １２

表１０ 特別支援コーディネーター担当者

数

養護教諭 １５

一般教諭 ７０

管理職 １０

養護教諭と一般教諭 ９

養護教諭と管理職 １

養護教諭と一般教諭と管理職 ３

その他 １２

表１１ 特別支援教育校内委員会の有無（学校種別の数）

あり
なし

（必要性あり）

なし

（必要性なし）

幼 稚 園 １７ １０ ４

小 学 校 ２９ ７ １

中 学 校 ２６ １８ ５

中等教育学校 ５ ０ ０

高 校 ３ １ １

特別支援学校 １３ ３ ５

計 ９３ ３９ １６

表１２ 特別支援対象児の一次調査実施の有無（数）

あり
なし

（必要性あり）

なし

（必要性なし）

幼 稚 園 １３ ８ ７

小 学 校 ２３ ９ ４

中 学 校 １９ １９ ８

中等教育学校 ３ １ １

高 校 １ ３ １

特別支援学校 １０ ０ ６

計 ６９ ４０ ２７

表１３ 個別の指導計画の有無（数）

あり
なし

（必要性あり）

なし

（必要性なし）

幼 稚 園 １６ １１ ４

小 学 校 ２２ １０ ５

中 学 校 １７ ２３ ８

中等教育学校 １ ４ ０

高 校 ２ ２ １

特別支援学校 ２５ ０ ０

計 ８３ ５０ １８

表１４ 個別の指導計画の有→定期的な見直し（数）

見直している 見直していない 不明

幼 稚 園 １３ ０ ２

小 学 校 １５ ４ ２

中 学 校 １５ １ １

中等教育学校 １ ０ ０

高 校 ２ ０ ０

特別支援学校 ２５ ０ １

計 ８３ ５０ １８

表１５ 発達障害（疑いも含む）への対応

対 応 方 法
あり

（数）

通級指導（個別指導） １９

チームティーチング ４４

外部機関との連携 ６１

スクールカウンセラーとの面談 ５３

スクールカウンセラーによる心理検査（WISC等）の実施 １３

大学教員との連携 ５９

大学機関との連携（教育実践センターなど） ３３

医師との連携 ４７

その他 ２８

附属学校園の教育相談システムの構築に向けた養護教諭の役割の明確化とスクールカウンセラーの活用
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表１６ 発達障害（疑いを含む）の子どもに対する支援の効果と課題

コ ー ド コ メ ン ト 例

効果
大学との連携に関すること
特別支援学校 附属特別支援学校の先生が発達検査を実施し，具体的な指導について教えていただいている
他附属間連携 幼稚園から小学校への引継ぎがシステム化しているので円滑に引き継ぎができていると思う
大学機関 大学機関との連携を図ることによって，本人保護者の精神的安定がなされ，本人の進路保障を

することができた
大学教員 定期的に大学教員が来園し園児の観察を行っている。観察内容をもとに全職員で協議している
院生 発達障害のある子どもを定期的に大学教員と学生（院生）が観察し，職員全員でカンファレン

スを行っている

外部機関との連携に関すること
外部機関 医療機関からの情報を学校が知ることができ，学校，家庭，医療が同じ目線で見守っていくこ

とができている
学校医（精神科医） 本校には精神科医がいるので，発達障害の生徒に病院を紹介し，受診につなげることができた

学校内での支援に関すること
特別支援コーディネーター 発達障害の疑いのある児童について学年会議に特別支援コーディネーターと養護教諭が参加し，

学級でどのような対応をするとよいのか検討する場を必要に応じ設けている
個別指導計画 個別指導計画を�教育や福祉，医療など，個人の支援に関係する機関が連携し作成するもの，

�一人ひとりのニースに基づいて指導目標や方法が個別化され，指導に直接関係するものと内
容を分けている

支援システム 大学を中心としたさまざまな外部機関との連携を適宜必要に応じて図るようなシステムが確立
されてきている

サポートルーム 今年度からサポートルームが校園内に設置され，室長として特別支援学校の教諭がいて，いつ
でも対応してもらえる。

スクールカウンセラー 通級や受診への橋渡しをSCが行ってくれ，有効な個別支援が可能となったり症状の緩和がで
きたりしている

校内連携 全職員参加によるケース会議では，情報の共有，共通認識が深まり有効的である
教員の知識・理解 発達障害に関する校内研修会を実施することにより教師の子どもの見方に変化があらわれ，子

どものよさを伸ばす支援へと変化しつつあるように感じる

保護者 検査結果に基づき，保護者に理解をしてもらうことで生徒にとってよりよい対応ができるよう
になった

個別対応 個別のケースにあった対応（例；パニック時の冷静になれる場の提供，問題が起こったとき前
後の状況の聞き取り）

課題
大学との連携に関すること
他附属間連携 入学時に引継ぎ（疑いのあることなどを連絡されてないなど）が満足ではないことがあるので

附属小との連携を深める
大学機関 個別に指導できる環境も整っておらず，人材派遣の要望も大学側に受け入れてもらえない現状

にある
大学教員 大学教員との連携や教職員の研修などを進めていく必要性を感じる

外部機関との連携に関すること
外部機関 外部機関とも連携をとり，専門的な助言を元に個別の支援プログラムを立て，職員全体で取り

組んでいきたい

学校内での支援に関すること
特別支援コーディネーター 校内の組織体制の中で，対応できる職員が限られていること，また核となるコーディネーター

の存在がいないため，対応が十分にできていない。
個別指導計画 クラス替えや学年が上がったときに児童についての情報が引き継がれるよう，個別の指導計画

をきちんと残していく

支援システム 大学機関との連携も含め生徒の個別指導を行う体制つくり
スクールカウンセラー SCの非常勤でもよいので問題のあるケースの相談，スーパーバイズをしてくださる方がいる

とよい
特別支援学級 特別支援学級が必要になってくるかもしれませんが，公立校との兼ね合いや附属学校園のあり

方など課題は多くあるように思う
校内委員会 特別支援の校内委員会が定期に複数回開くことがかなわずにいる
校内連携 特別支援は附属なので，必要ないと考える教員が半数近くおり，特別支援委員会単独は組織で

きていない
教員の知識・理解 担任の考え方により発達障害の捉え方，対応の仕方も様々なため，研修の機会を設けて職員の

知識や意識の向上を図る

保護者 疑いを感じたときにどう保護者と話をして連携をとっていくか
アセスメント 毎年小１でADHD―RS，Ldチェックリスト，ASSQ＝R，読み書き検査を実施。これら結果を

うまく対応まで結びつけることができていない
個別対応 個別に指導できる環境も整っておらず，人材派遣の要望も大学側に受け入れてもらえない現状

にある
周囲の子どもへの配慮 同じクラスの他の子どもに対してのケアや働きかけ

その他
時間的制約 SCの時間数が増加すれば幼児の日常の姿と教員の対応の観察がもっと可能になり，日々の場

面での助言を得ることができる
財政面 大学での職員の予算をしっかりつけてほしい

SC＝スクールカウンセラー
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５．ま と め
国立附属学校園のSC配置率は平均３９．９％で，学校別

では，小学校４８．８％，中学校６１．５％，高校５５．６％であっ
た。平成２２年度学校保健統計調査（文部科学省，２０１２b）
によると，不定期配置を含めたSCの配置率は，小学校
４６．１％，中学校８６．８％，高校６９．１％であり，附属学校園
の配置率は全国平均よりも中学校で低いものの，小学校，
高校では高い割合を占めている。また，SC活用につい
ての自由記述の結果，カウンセリングやコンサルテー
ションなどのSCの仕事内容や外部機関や教員との連携
については概ね効果が得られているものの，学校内での
連携や組織体制や時間的制約などに課題が述べられてい
た。
大学機関，外部機関との連携については，大学機関と

は７８．４％の学校園が，外部機関とは６８．８％の学校園が連
携していた。大学機関では，大学教員（心理学領域），
大学附属の相談センターとの連携が多かった。教育相談
機能において大学と連携が図れることは国立附属学校園
の特徴であるといえる。また，同国立大学内の他附属学
校園との連携も多く，自由記述においても，附属４校園
での委員会の実施などの意見が得られた。教育相談機能
において大学と連携が図れること，発達を見据えた支援
が他附属学校園間で検討可能であることは国立附属学校
園の利点であるといえる。一方で，大学教員との連携が
個人的なつながりでなされており，組織的な連携ではな
いことなど課題も挙げられ，具体的には大学と附属学校
園の連携を促進するために，大学と学校園との組織的な
支援システムの構築が課題であるといえる。
特別支援体制においては，公立学校の結果（文部科学

省，２０１０a）と比較すると整備が遅れているという結果
が得られた。発達障害（疑いも含む）の対応では，外部
との連携（大学，医師など）が多く，SCの活用もみら
れた。また，自由記述の結果からも，特別支援学校のス
タッフをはじめとして，大学機関等外部との連携も図り
つつ，SCの活用を含めた校内支援体制の整備に努めて
いることが伺えた。一方で，教員の理解を含め時間的制
約や財政面から個別支援も困難な場合があり，支援体制
の整備の難しさも課題として挙げられていた。
養護教諭のコーディネーション行動においては，SC

表１７ 個別援助チームコーディネーション行動尺度の平

均値，SD

平均値 SD α係数

説明・調整 ２．６３ （．６４） ．８９

保護者・担任連携 ３．１０ （．４８） ．８６

アセスメント・判断 ３．３８ （．４０） ．７７

専門家連携 ２．８１ （．７９） ．７３

図１ SC配置による個別援助チームコーディネーショ

ン行動尺度得点

図２ 特別支援コーディネーター配置による個別援助

チームコーディネーション行動尺度得点

図３ 大学との連携の有無による個別援助チームコー

ディネーション行動尺度得点

図４ 外部機関との連携の有無による個別援助チーム

コーディネーション行動尺度得点
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の配置校の「説明・調整」「専門家連携」，特別支援コー
ディネーターの配置校の「保護者・担任連携」「アセス
メント・判断」，大学と連携ありとする学校の「専門家
連携」，外部機関との連携ありとする学校の「説明・調
整」「保護者・担任連携」「アセスメント・判断」「専門
家連携」の因子の得点が高かった。これらの結果から，
SCや特別支援コーディネーターの配置，大学・外部機
関との連携などの教育相談体制を整備することで，養護
教諭のコーディネーション行動が促進される可能性があ
ることが示唆された。

研究２．スクールカウンセラー対象の調査

�．目 的
SCの活用を含めた効率的な教育相談体制を検討する

ために，国立大学附属学校園における，SCの活用の実
態把握を目的とする。

�．方 法
１．対 象 者
国立附属学校園配置のSC７８名（幼稚園６名，小学校２０

名，中学校３８名，中等学校４名，高校２名，不明８名）。
国立附属学校園での平均勤務年数３．９７年（SD３．１１，範
囲１―１４年）。
２．実施期間
２０１１年１月～３月。
３．手 続 き
養護教諭に調査を郵送にて依頼・配布し，SC配置校

のみ以下の内容の質問紙調査を実施した。
� フェイスシート；SCの属性として，附属学校園の
学校種別・配置時間・勤務年数・雇用形態，公立学校
等でのSC勤務経験年数と学校種を尋ねた。

� SCが対応している問題（１１項目）；各問題への対応
の有無について「ある」「なし」の２件法で回答を得
た。

� 学校要因；伊藤（２０００b）を参考に作成した学校要
因について，選択肢にて質問（２―５件法）した。ま
た「SCの機能充実のための工夫」が必要なのは「SC」
「SCと学校双方」「学校」「その他」で選択し，選択
理由について自由記述にて回答を得た。

� SCの活動実践度；伊藤（２０００b）を参考に作成した
SCの活動の実践度（２４項目）について，４件法（１―
４点）で回答を得た。

�．結 果
１．SCの属性
� 国立附属学校園での勤務形態
勤務形態，雇用財源は表については，表１８，表１９に示

すとおりである。勤務形態は，単独配置（１つの附属学
校園に一人のSC）が６８．０％，全体での配置（附属学校
園全体で一人のSCの雇用）は２８．０％であった。雇用財
源については，大学予算での雇用が一番多かった。
大学教員が附属学校のSCを兼務している（表１９；そ

の他５名），大学院生が研修先としてSCの役割を果たし
ている（表１９；その他５名）という回答も得られ，その

場合は，SCとしては，無給（ボランティア）という回
答であった。
� 公立校等でのSC経験
国立大学附属学校園で勤務しているSCの７７．３％が公

立学校等での勤務経験があった。平均勤務経験年数は
８．１３年（SD４．６８，範囲０―２５年）であった。勤務経験
のある学校種は，表２０に示すとおり，中学校が一番多く，
次いで，小学校，高校の順であった。
２．国立大学附属学校園でのスクールカウンセリング活
動

� SCが対応している問題
SCが対応している問題（表２１）は，「対人関係の問題」

が９１．２％と一番多く，次いで「発達障害（疑いがある場
合も含む）の問題」が８６．８％であった。
� 学校要因
SCの国立大学附属学校園への派遣の要請先（表２２）

としては，国立大学附属学校園管理職の合意，大学の意
向が多かった。国立大学附属学校園の園長・校長は大学
教員が兼ねることを考えると，附属学校園のSCの配置
には大学側の意向が大きな影響を与えていると考えられ
る。
また，他の学校要因（表２３）について，SCの受け入

れ体制や学校の教育相談機能，利用する教員や利用意欲
のある教員，SCの居心地など，「よかった」「機能して
いる」「意欲的」「（居心地が）よい」の項目での選択率
が多く，国立大学附属学校園での学校要因について，
SCは概ね肯定的にとらえているといえる。

表１８ スクールカウンセラーの勤務形態

人数 ％

単独配置（当該校のみ勤務） ４８ ６４．０％

大学附属兼務（附属学校全体の勤務） ２１ ２８．０％

その他 ６ ８．０％

表１９ 雇用財源

人 数

大学予算 ３９

学校独自の予算 ３

後援会・PTA等の予算 ４

自治体予算 １

大学予算と後援会・PTA等の予算 ４

その他 １２

不明 ７

表２０ 公立校等での勤務経験校

人 数

保育園 ２

幼稚園 １１

小学校 ４４

中学校 ５９

中等教育学校 ４

高校 ２９

大学（短大等） ２３
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３．SCの活動実践度
� 活動実践度
SCの活動実践度を詳細に検討するために，各項目に

ついて選択肢別に χ２検定を実施した。その結果，表２４
に示すとおり，「管理職との連携・情報交換」以外のす
べての項目で有意であった。残差分析の結果，「実践し
たいが実践できていない」の選択の割合が高かった項目
は，「子ども対象の授業の実施（心理教育など）」「（事例
検討会（ケース会議）の実施）」「教員対象の研修会の実
施」「教育相談に関する委員会や組織への参加」「授業（保
育）観察」であった。「まあ実践できている」の割合が
高かった項目は，子ども対象のカウンセリング，教員対
象のコンサルテーション，大学を含めた他機関との連携
に関連する項目であった。「よく実践できている」割合
が高かった項目は，「養護教諭との連携・情報交換」の
みであった。
� 活動実践度と学校要因の関連
学校要因とSCの活動実践度の相関を表２５に示す。
子ども対象の活動では，心理教育などの実施が，SC

関連の委員会の有無と正の相関がみられ，他の子ども対
象の活動（面接・グループ面接・話し相手・アセスメン
ト）との相関はみられなかった。つまり，子ども対象の
心理教育などの実践が可能なことと，SC関連の委員会
があることは関連があるといえる。
教員対象のコンサルテーションや担任，養護教諭，管

理職との連携など教員との連携の実践に関する項目と，

教育相談機能，SCの居心地に関して正の相関がみられ
た。また，教育相談に関する委員会や組織への参加，外
部機関との連携についても，教育相談機能の充実やSC
の居心地の良さと正の相関がみられた。
これらの結果から，SCが学校の教育相談機能が充実

している，または，学校の居心地がよい，と感じること
は，子ども対象の活動実践の充実よりも，教員との連携
が図れていることや学校組織へ参加できていることと関
連があることがわかった。
� スクールカウンセリング活動機能充実のための工夫
スクールカウンセリング活動の機能充実のための工夫

が必要なのは，「SCの対応」との回答が一番多く，
３３．８％であった。次いで「SCと学校の双方」が２８．４％，
「学校の受け入れ」が１８．８％であった。
スクールカウンセリング活動の機能充実のための工夫

の理由についての自由記述内容を分析資料とし，「SC」
「SCと学校」「学校の受け入れ」の記述別にコーディン
グを実施した。各コードと，コメント例を表２６に示す。
「SC」に工夫が必要な理由として，「勤務時間」「経験
不足」「研鑽」などSCの属性に関わるもの，「ニーズ把
握」児童生徒への宣伝」「予防的支援」「教員との連携」
などスクールカウンセリング活動に関連するもの，また
「時間的制約」の物理的環境に関連するものに分類した。
「SCと学校」の双方に工夫が必要な理由としては，「ス
クールカウンセリング活動の体制作り」「協働・協力・
協議」「他附属間連携」など学校内での体制や組織作り
や教員，学校連携に関連するものと，物理的環境に関連
する「時間的制約」に関する意見が得られた。「学校」
に工夫が必要な理由として，「大学関係者の無理解の改
善」等の「大学」附属学校園の特性」など大学に関連す
るもの，「組織（委員会）」「教員との連携」の学校内で
の組織作りや連携に関連するもの，「時間的制約」「物的
環境」の物理的環境に関する意見が得られた。
４．ま と め
国立大学附属学校園に配置されているSCは大学予算

での雇用が多く，附属学校園全体（２８．０％）より単独校
（６４．０％）での配置の割合が高かった。また，７７．３％の
SCが公立校でのSC経験（平均経験年数８．１３年）があっ

表２１ スクールカウンセラーが対応している問題

全 体 選 択 率
学校種別選択数

幼 稚 園 小 学 校 中 学 校 中等学校 高 校

い じ め ２５ ３６．８％ ０ ９ １５ １ ０

不 登 校 ５１ ７５．０％ ２ １３ ３１ ４ １

対 人 関 係 ６２ ９１．２％ ３ １７ ３６ ４ ２

学 校 生 活 ４２ ６１．８％ ２ １２ ２５ ３ ０

学 習 ・ 進 路 ２３ ３３．８％ ０ ６ １２ ３ ２

発 達 障 害＊１ ５９ ８６．８％ ４ １７ ３３ ３ ２

家 庭 ４７ ６９．１％ ３ １１ ２７ ４ ２

虐 待 な ど ２０ ２９．４％ １ ６ １０ ３ ０

非行・問題行動 １９ ２７．９％ ０ ５ １２ １ １

子 育 て ４５ ６６．２％ ４ １４ ２４ ３ ０

そ の 他 ８ １１．８％ ０ １ ５ １ １

＊１ 疑いのある場合も含む

表２２ スクールカウンセラー派遣の要請先

人数 ％

附属学校管理職の合意 １９ ２５．７％

大学の意向 １７ ２３．０％

附属学校教員の合意 １１ １４．９％

附属学校管理職・大学の意向 ７ ９．５％

附属学校教員・管理職の合意 ２ ２．７％

附属学校教員・管理職・大学の合意 １ ２．７％

不明 １１ １４．９％

その他 ５ １．４％

附属学校園の教育相談システムの構築に向けた養護教諭の役割の明確化とスクールカウンセラーの活用
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た一方で，大学教員の兼務や，大学院生の研修先として
位置づけられている学校園もあった。
SCが対応している問題は，「対人関係」が一番多く，

次いで「発達障害（疑いがある場合も含む）」が多かっ

た。養護教諭対象の調査で，特別支援体制の整備が公立
校と比較して遅れている結果が得られ，その補完として，
附属学校園での発達障害の対応において，SCが大きな
役割を果たしている可能性も考えられる。

表２３ 学校要因に関連する各項目の回答

SC教職員の受け入れ 非常によかった

３４．２％

よかった

５２．１％

よくなかった

６．８％

不明

６．８％

SC関連の委員会の有無 派遣当初 あり

３２．５％

なし

６８．５％

現在 あり

３１．４％

なし

６８．６％

学校の教育相談機能 よく機能している

１４．１％

機能している

６２．０％

あまり機能していない

２２．５％

機能していない

１．４％

SCを利用する教員の数 大部分

１３．５％

半分程度

４０．５％

ごく一部

４５．９％

SCの利用意欲のある教員の数 大部分意欲的

４０．５％

半分意欲的

５２．７％

意欲なし

６．８％

SCの居場所 主に相談室

６１．６％

主に職員室

８．２％

主に保健室

８．２％

主に教室（学級）

４．１％

その他

１８．０％

SCの学校での居心地 非常によい

２３．０％

よい

６８．９％

あまりよくない

５．４％

よくない

２．７％

SC＝スクールカウンセラー

表２４ スクールカウンセラーの活動実践度・各選択肢の選択率

よく実

践でき

ている

まあ実

践でき

ている

実践したい

が，実践で

きていない

実践の必

要性を感

じない

χ２値

子ども対象の面接（カウンセリング） ２４．７％ ５４．８％ １２．４％ ８．２％ χ２（３）＝３８．８４，p＜．０１
子ども対象のグループ面接やピア・カウンセリング ２．８％ １８．１％ ３１．９％ ４７．２％ χ２（３）＝３１．２２，p＜．０１
子ども対象の話し相手・雑談 ２３．６％ ４３．１％ １９．４％ １３．９％ χ２（３）＝１３．８９，p＜．０１
子ども対象の心理テスト（アセスメント） ４．３％ ２１．４％ ３２．９％ ４１．４％ χ２（３）＝２１．６６，p＜．０１
子ども対象の授業の実施（心理教育など） ０．０％ ９．７％ ５６．９％ ３３．３％ χ２（２）＝２４．０８，p＜．０１
授業（保育）観察 ２６．４％ ２３．６％ ３８．９％ １１．１％ χ２（３）＝１１．２２，p＜．０５
教員対象のコンサルテーション ２７．４％ ５４．８％ １３．７％ ４．１％ χ２（３）＝４２．５６，p＜．０１
教師自身のカウンセリング ７．０％ １８．３％ ３８．０％ ３６．６％ χ２（３）＝１９．０９，p＜．０１
教員対象の研修会の実施 ２．８％ ２２．５％ ５３．５％ ２１．１％ χ２（３）＝３７．６８，p＜．０１
事例検討会（ケース会議）の実施 １５．１％ ２４．７％ ５６．２％ ４．１％ χ２（３）＝４３．９９，p＜．０１
研究の実施 ４．２％ １２．５％ ３６．１％ ４７．２％ χ２（３）＝３４．７８，p＜．０１
担任との連携・情報交換 ３３．３％ ５２．８％ １３．９％ ０．０％ χ２（２）＝１６．３３，p＜．０１
養護教諭との連携・情報交換 ６３．０％ ３０．１％ ６．８％ ０．０％ χ２（２）＝３４．８８，p＜．０１
管理職との連携・情報交換 ２６．４％ ４３．１％ ３０．６％ ０．０％ ns

保護者対象の面接（カウンセリング） ４２．５％ ５０．７％ ６．８％ ０．０％ χ２（２）＝２３．７８，p＜．０１
保護者対象の講演会などの実施 ４．２％ ２９．２％ ３６．１％ ３０．６％ χ２（３）＝１７．４４，p＜．０１
親の会などの実施 １．４％ ２．９％ ３４．８％ ６０．７％ χ２（３）＝６６．９４，p＜．０１
教育相談に関する委員会や組織への参加 １２．５％ １６．７％ ４５．８％ ２５．０％ χ２（３）＝１９．００，p＜．０１
PR活動（たよりなどの発行） １６．４％ ４２．５％ ２４．７％ １６．４％ χ２（３）＝１３．１９，p＜．０１
行事参加（運動会や生徒会活動など） ９．６％ ２１．９％ ３８．４％ ３０．１％ χ２（３）＝１３．１９，p＜．０１
大学機関（教員など）との連携 １２．９％ ３７．１％ ２０．０％ ３０．０％ χ２（３）＝９．６６，p＜．０５
外部機関（医療機関・公的機関など）との連携 １１．３％ ４５．１％ ３５．２％ ８．５％ χ２（３）＝２７．５４，p＜．０１
家庭訪問 ０．０％ １２．７％ ２１．１％ ６６．２％ χ２（２）＝３５．２３，p＜．０１
地域との連携 ０．０％ １２．７％ ４５．１％ ４２．３％ χ２（２）＝１３．７２，p＜．０１
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SCの活動実践では，カウンセリングやコンサルテー
ション，大学を含めた外部機関との連携は比較的実践で
きており，養護教諭との連携・情報交換においては，９
割以上のSCが「よく実践できている」としていた。一
方で，事例検討会の実施や教育相談に関する委員会や組
織への参加については「実践したいが実践できていない」
を選択した割合が多かった。これらの結果から，カウン
セリングやコンサルテーションなど個別の事例や教員と
の連携は実践できており，それらの事例に関して，養護
教諭を窓口として情報共有は行っているが，組織として
委員会や事例検討会には参加できていないというスクー
ルカウンセリング活動状況が示唆された。
また，「教育相談機能の充実」と教員との連携，教育

相談に関する委員会や組織への参加，外部機関との連携
の活動実践に関連する項目で正の相関がみられた。自由
記述の結果にも見られたが，SCがスキル・知識を向上
させるために研鑽を重ねつつ，教育相談機能の充実のた
めには，SCと教員との連携や委員会や組織の参加を促
進するような体制作りが重要であるといえる。一方で，
養護教諭対象の調査結果でも得られたように，「時間的
制約」が課題として挙げられ，カウンセリングやコンサ
ルテーションなど事例対応に追われ，限られた時間内で
委員会などの組織等への関与が不可能であることも示唆
された。時間的制約がある中で，SCが効果的に機能す

るような教育相談体制を整備することが課題であるとい
える。

考 察

１．教育相談機能を高めるコーディネーターとしての養
護教諭
本研究の結果，教育相談機能を高めるコーディネー

ターとしての養護教諭について，以下の２点が考えられ
る。
１つ目は，SCをコーディネートするキーパーソンと

しての養護教諭の役割が重要である。
先行研究において，SCと養護教諭の連携の重要性（安

福ら，２００９）や教育相談体制の構築に向けた教育相談活
動の窓口として保健室の機能の重要性（相楽・石隈，
２００５）が指摘されている。
本研究の結果，国立大学附属学校園のSCの９割以上

が，養護教諭との連携・情報交換がよく実践できている
とし，養護教諭との連携・情報交換と学校の教育相談機
能で正の相関がみられた。これらのことから，教育相談
活動の窓口として養護教諭が学校内でSCをコーディ
ネートするキーパーソンの役割を果たし，養護教諭と
SCの連携を深めることが，学校内での教育相談機能の
充実につながっていくと考えられる。

表２５ スクールカウンセラーの活動実践と学校要因の相関

SC教職

員の受け

入れ

SC関連の

委員会の有無

学校の教育

相談機能

SCを

利用する

教師の数

SCの

利用意欲の

ある教師

SCの

居心地

派遣当初 現 在

子ども対象の面接（カウンセリング） ．０９ ．１５ ．２１ ．１５ ．１７ ．０３ ．１４

子ども対象のグループ面接やピア・カウンセリング －．０６ ．１３ ．２２ ．０９ ．１６ ．１０ ．１３

子ども対象の話し相手・雑談 －．０９ ．０２ ．０８ －．１３ ．０２ －．０９ ．０７

子ども対象の心理テスト（アセスメント） －．０２ ．０３ ．０６ －．０４ ．０２ －．００ －．０８

子ども対象の授業の実施（心理教育など） －．００ ．３２＊ ．３２＊ －．１３ －．０１ －．０６ ．０３

授業（保育）観察 －．０９ －．００ ．０７ ．２１ ．３０＊ －．０１ ．０６

教員対象のコンサルテーション ．１７ ．２４＊ ．３１＊ ．５０＊＊ ．３９＊＊ ．４０＊＊ ．４３＊＊

教師自身のカウンセリング ．２１ ．２２ ．２９＊ ．３８＊＊ ．２２ ．１８ ．３６＊＊

教員対象の研修会の実施 ．１０ ．２８＊ ．４３＊＊ ．３８＊＊ ．２６＊ ．３４＊＊ ．４２＊＊

事例検討会（ケース会議）の実施 ．０４ ．０３ ．１５ ．２０ ．３１＊ ．１０ ．１７

研究の実施 ．１４ ．１２ ．２３ ．０３ ．１７ －．０６ ．２５＊

担任との連携・情報交換 ．２６ ．２８＊ ．２３ ．２９＊ ．４９＊＊ ．２２ ．３９＊＊

養護教諭との連携・情報交換 ．３０＊ ．１６ ．２２ ．３９＊＊ ．１６ ．３０＊ ．５３＊＊

管理職との連携・情報交換 ．１４ ．２１ ．２０ ．３２＊ ．３７＊＊ ．１８ ．４３＊＊

保護者対象の面接（カウンセリング） ．２２ ．１４ ．２１ ．２１ ．３９＊＊ ．２０ ．４１＊＊

保護者対象の講演会などの実施 ．１５ ．２５＊ ．２２ ．２９＊ ．２２ ．２１ ．３８＊＊

親の会などの実施 －．０８ ．２７＊ ．２７＊ ．１１ ．２１ ．０２ ．０５

教育相談に関する委員会や組織への参加 ．２４＊ ．１９ ．３７＊＊ ．３８＊＊ ．２２ ．０６ ．３３＊＊

PR活動（たよりなどの発行） ．２０ ．０８ ．１４ ．１３ ．２４＊ －．１２ ．１７

行事参加（運動会や生徒会活動など） －．０２ －．０８ ．０８ ．１４ ．３２＊ ．０５ ．１０

大学機関（教員など）との連携 ．１３ －．０５ ．２４＊ ．２０ ．１９ －．０１ ．２４＊

外部機関（医療機関・公的機関など）との連携 ．１５ ．２７＊ ．２６＊ ．３４＊＊ ．２３ ．２６＊ ．４４＊＊

家庭訪問 ．０５ －．０１ ．０９ －．００ －．１１ －．１７ ．１７

地域との連携 －．１３ ．１９ ．２７＊ ．０９ ．１９ －．１８ ．１１

＊p＜．０５，＊＊p＜．０１
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２つ目は，養護教諭のコーディネーター行動を促進す
る教育相談体制を構築することである。
学校における援助システムを構築し，機能を十分に果

たすように活性化していくには，援助システムの調整を
行うコーディネーターの活動がそのカギを握る（瀬戸・
石隈，２０１０）。特に，養護教諭が，チーム援助＊３におけ
るコーディネーターとして専門性を発揮することは，
チーム援助を一層活性化させることが指摘されている
（秋光・白木，２０１０）。
本研究の結果，SCや特別支援コーディネーターの配

置校，大学・外部機関との連携を図っている国立附属学
校園の養護教諭のコーディネーション行動得点が高かっ
た。これらのことから，教育相談活動や特別支援に必要
な人的資源 （SCや特別支援コーディネーター）の配置
や大学や外部機関との連携可能な環境を整備することで，
養護教諭のコーディネーション行動が促進され，学校の
教育相談機能も整備されていくと考えらえる。

２．国立大学附属学校園でのスクールカウンセリング活
動
本研究の結果，国立大学附属学校園でのスクールカウ

ンセリング活動の促進のために，以下の２点が考えられ
る。
１つ目は，学校の教育相談体制の中にSCを位置づけ

ることである。
個別の子どもへの援助を支えるためには，校内の援助

システムづくりが不可欠である（瀬戸・石隈，２０１０）。
さらに，SCの組織的な位置づけを明確にし，何らかの
権限を付与することで，SCの専門性に支えられたアセ
スメント・判断が可能となり，保護者や外部の専門家と
の連携が進むことが指摘されている（瀬戸・石隈，２００３）。
本研究の結果，教育相談に関する委員会や組織への参

加と，教育相談機能の充実との間に正の相関がみられた。
これらのことから，SCが教育相談に関する委員会や組
織へ参加するなど，学校の教育相談体制の中にSCを位
置づけ，何らかの権限を付与することで，より学校の教
育相談機能が充実すると考えられる。
２つ目は，SCと教員の連携を促進する体制を整備す

ることである。
本研究の結果，８割以上のSCが教員とのコンサル

テーションを実施しており，教員のコンサルテーション

表２６ スクールカウンセリング活動において工夫が必要な点

工夫が必要な要因 コ ー ド コ メ ン ト 例

スクールカウンセ
ラー

勤務年数 １年目は学校内の様子がまだわからなかったが２年目からは教員との連携や
アセスメントなどできるような体制に整えたい

経験不足（院生） 院生であり，まだまだ勉強不足であると感じるため

研鑽（スキル・知識の獲得）専門性の高い教員の中でSCが専門家として機能するためには自身の研鑽が
必至である

ニーズ把握 教員のSCに対するニーズに寄り添い機能していくことができるよう工夫を
行わなくてはと思う

児童生徒への宣伝 広報などで生徒の利用のつながりを今より密にしたい

予防的支援 児童保護者に対する継続面接のみでなく生徒対象の授業の実施や授業観察を
含めた予防的な関わりが課題と考えている

教員との連携 教師との連携を密にすることにより，学校全体でのSCの受け入れ等もよく
なると思われる

時間的制約 時間的なこともあり積極的に相談勧奨しにくい状況がある

スクールカウンセ
ラーと学校

スクールカウンセリング活
動への体制作り

学校側と教育相談員との双方の話し合いをしながら本校に合うSCの機能を
充実させていくべきだと考えている

協働・協力・協議 さらなる充実のために，各方面のニーズを吸い上げ，学年学校全体などチー
ム支援の体制を整えていくには，教員との協議の場の必要性を感じる

他附属間連携 中学校入学後の相談窓口の明確化ということで，進学後も顔のわかるSCに
相談できるという安心感を付加したいと考えている

時間的制約 現在の非常勤という形態で小学校のニーズにあった活動をすることに限界が
ある

学校 大学 大学関係者の無理解を改善しなければならない

附属学校園の特性 学業優先志向が強く，一般に生徒指導が行き渡っていない点が心配

組織（委員会など） 担任や学年主任との連携はとれているが，将来的には委員会や部会などに参
加するとさらに活用が進むと思う

教員との連携 年とともに管理職を含め構成員も入れ替わり，活用の仕方も変わってきた

時間的制約 教員とのコンサルテーションや話し合いの機会が週１回２時間という時間で
は制限される

物的環境 相談室がなく相談依頼に応じ空き部屋を転々としている状況

SC＝スクールカウンセラー

＊３チーム援助とは，複数の援助者が共通の目標を持って，
役割分担をしながら子どもの援助に当たることである
（石隈・田村，２００３）。
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と教育相談機能の充実との間に正の相関がみられた。
SCの自由記述の結果からも，教員との連携を密にする
こと，教員との協議の場があることが，さらなるSCの
活用や教育相談機能の充実につながるとの意見が得られ
た。
これらの結果から，SCと教員の連携を促進する体制

を整備することで，教育相談機能の充実が図れると考え
られる。

３．国立大学附属学校園の特徴を生かした教育相談体制
本研究の結果，附属学校園の特徴を生かした教育相談

体制の整備のために，以下の３点が考えられる。
１つ目は大学との組織的な連携を促進することである。
本研究の結果，８割近くの国立附属学校園で教育相談

に関する対応で大学と連携を行っていることがわかった。
これは，先行研究（佐藤ら，２００６）と同様の結果が得ら
れ，国立大学附属学校園の特性から，大学が一つの連携
先として位置づけられていることが明らかとなった。大
学内の連携先としては，心理学関連の大学教員の割合が
多く，連携内容としては，自由記述の結果から，幼児児
童の観察やアセスメント，教員へのコンサルテーション，
子どもや保護者への対応など多岐にわたっていた。同大
学内での他の附属学校園と大学教員とが連携して，定期
的に校内委員会等を開催し，情報共有や事例検討などを
実施している学校園もあった。一方で，大学教員と附属
学校園の教員の個人的なつながりで連携が可能となって
いるというコメントや大学との連携に関して大学側の協
力を要望するコメントもみられた。これらのことから，
国立大学附属学校園と大学とが連携が図りやすいという
点を生かし，大学と国立大学附属学校園が組織的に連携
を図ることができる体制づくりが重要だと考えられる。
２つ目は，１２年間の発達を見据えた支援を検討するこ

とである。
国立大学附属学校園は，小学校入学時，中学校・高校

入学時に新たに入学者を受け入れ，中学や高校進学時に
他校へ進学する生徒がいるものの，幼稚園や小学校から
入学した子どもたちの大部分は，附属学校で１２年間また
は９年間の学校園生活を送ることとなる。本調査の結果，
自由記述から「幼稚園から小学校への引継ぎがシステム
化している」など他附属学校園間の連携がシステム化し
ている学校園もあった。また，２８％の附属学校園配置の
SCが附属学校全体で勤務をし，「中学進学後も顔のわか
るSCに相談できるという安心感」等小学校と中学校で
同じSCが勤務することで，子どもや保護者に安心感が
あるという意見も得られた。
このように，国立大学附属学校園は，子どもたちが最

大１２年同じ学校園内で生活し，学校園間で情報を共有し
やすいというメリットがあるといえる。このメリットを
最大限生かし，教育相談機能に関しても，１２年間の発達
を見据えた支援を検討することが重要であると考えられ
る。
３つ目は，附属学校園であっても，特別支援対象の子

どもへの支援体制を整備することである。
本研究の結果，国立附属学校園の特別支援コーディ

ネーターの配置校の割合は７０％強，特別支援対象児の一

次調査の実施，個別指導計画の作成や見直しをしている
学校園の割合は５０％前後と，文部科学省（２０１０a）の結
果と比較しても公立校に比べて低い水準にある。２００７年
に文部科学省（２００７）によって「特別支援教育の推進に
ついて（通知）」の通知がなされ，国立大学附属学校園
においても特別支援に関する校内委員会の設置や特別支
援コーディネーターの指名，個別支援計画の作成が言わ
れているにもかかわらず，これらの特別支援教育の推進
に向けた取り組みが，まだ十分に整備されていない国立
附属学校園があるといえる。
本調査の結果，SCが対応している問題でも「発達障

害（疑いを含む）の対応は高い割合を示していることか
ら，附属学校園で特別支援教育に向けた取組が必要ない
ということではない。一方で，自由記述では，附属特別
支援学校の教員と連携し，定期的な学校園の訪問や，発
達検査の依頼をしているケースもみられた。また，大学
教員や大学院生が観察を行い，定期的にカンファレンス
を実施している学校もあった。
まず，特別支援コーディネーターや特別支援校内委員

会を設置し，特別支援学校や大学との連携を組み込んだ
特別支援体制を整備することが必要であるといえる。さ
らに，国立大学附属学校園の中で特別支援学校のSC配
置が１０．７％と他の学校園と比較して一番低く，特別支援
学校にもSC配置が望まれるといえよう。

４．今後の課題
本研究における，今後の課題は以下の２点である。
１つ目は，本研究の結果を生かして，千葉大学教育学

部附属学校園の特徴を生かした，教育相談システムを構
築することである。
本研究の結果，養護教諭をコーディネーターとする１２

年間の子どもの発達を見据えた教育相談体制の構築や，
大学や特別支援学校など他附属学校間の連携など国立大
学附属学校園の特色を生かした教育相談体制の構築に向
けた示唆が得られた。今後は，本研究から得られた示唆
を生かして，SCの活用を含めた附属学校園の教育相談
体制である「千葉大モデル」を作成することが今後の課
題である。
２つ目は，時間的制約や財政面などの物理的環境に関

連した課題の解決法を探ることである。
養護教諭対象，SC対象の自由記述結果のすべてで，

課題として時間的制約や財政面等の物理的環境について
のコメントが述べられていた。
千葉大学教育学部附属学校園では，附属学校園全体で

１人のSCが配置されており，幼稚園・小学校・中学校
が同じキャンパス内に位置していることから，時間的制
約に関して，現状では，学校園間での勤務時間の融通を
効かせることで対応をしている。このように，SCの配
置時間をはじめとする時間的制約や財政面などの物理的
環境に関連した課題の解決を図っていくことが今後，重
要であるといえる。
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